
蒲郡市物品購入等に係る競争入札及び見積合せ事務処理要領 

 

（趣旨） 

この要領は、蒲郡市契約規則（昭和３９年蒲郡市規則第１１号）に定めるものの

ほか、蒲郡市が発注する物品の購入、製造若しくは売払い又は委託業務（工事に伴

う設計監理・調査測量等の委託を除く。）等（以下「物品購入等」という。）に係る

競争入札及び見積合せの事務処理（ただし、電子調達で実施するものを除く。）につ

いて、必要な事項を定める。 

第１章 入札の執行 

（入札の準備） 

第１条 物品購入等の主管課長（以下「主管課長」という。）は、入札の執行が適正

に行われるよう、執行場所の選定及び人員の配置について、十分配慮するものと

する。 

（入札の公告及び通知） 

第２条 主管課長は、入札の執行が決定したときは、一般競争入札にあっては公告

するものとし、指名競争入札にあっては、指名業者に対して指名競争入札の執行

について（通知）（第１号様式）により通知するものとする。 

（入札に係る見積期間） 

第３条 主管課長は、物品購入等の予定価格に応じて、次の見積期間を設けるもの

とする。ただし、これによりがたいときは、この限りでない。 

⑴ 予定価格が１００万円未満のとき         ５日以上 

⑵ 予定価格が１００万円以上５００万円未満のとき  ７日以上 

⑶ 予定価格が５００万円以上のとき        １０日以上 

（説明会） 

第４条 主管課長は、入札の執行に際し、必要に応じ説明会を開催するものとする。 

（入札の執行） 

第５条 入札は、主管課長がこれを執行する。ただし、主管課長に事故あるときは、

主管課長が指名した者が代行するものとする。 

２ 入札の執行に当たっては、次の各号に掲げる事項に留意するものとする。 

⑴ 入札執行場所に入札箱、くじ、競争入札執行調書（第２号様式）及び予定価

格書（第３号様式）を備えなければならない。 



⑵ 入札参加者が入室し、着席したとき出席者の確認を行うこと。 

⑶ 前号の確認終了後、入札会開始を宣言し、入札番号、案件名、納入場所等を

読み上げるものとする。 

⑷ 入札参加者に必要事項を記載し記名押印した入札書（第４号様式）を入札箱

へ投函させる。 

⑸ 入札は、代理者をして行わせることができるものとする。この場合、当該代

理者は、入札前に委任状（第５号様式）を入札執行者に提出しなければならな

い。 

（開札） 

第６条 開札は、入札執行後直ちに入札者立会いの上、行うものとする。 

２ 入札執行者は、入札者が開札に立ち会わない場合は、当該入札事務に関係ない

職員を立ち会わせなければならない。 

３ 入札執行者は、開札することを告げ、開札後直ちに予定価格書を開封するもの

とする。 

４ 開札の結果、予定価格等の制限の範囲内で落札した者があるときは、入札番号、

入札金額及び入札者の商号又は名称等を読み上げるものとする。ただし、予定価

格等の制限範囲内の入札がない場合で、第１０条による再度の入札に付する場合

は、入札番号及び最低入札金額を読み上げるものとする。 

５ 入札の経過は、入札執行調書により記録するものとする。 

（入札の無効） 

第７条 入札の執行に当たり、次の各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

⑴ 入札参加の資格を有しない者のした入札 

⑵ 所定の日時までに所定の入札保証金を納付しない者のした入札 

⑶ 所定の日時までに所定の場所に到達しない入札 

⑷ 入札に際して連合等による不正行為があった入札 

⑸ 同一事項の入札に対し２以上の意思表示をした入札 

⑹ 他人の代理を兼ね、又は２以上の代理をした者に係る入札 

⑺ 委任状を持参しない代理人のした入札 

⑻ 記名押印のない入札 

⑼ 金額に￥字又は金字が冠されていない入札 

⑽ 入札書の記載事項が確認できない入札 



⑾ 入札書の金額を改ざんし､又は訂正した入札 

⑿ その他市長があらかじめ指示した事項に違反した入札 

(落札者の決定) 

第８条 落札者は、予定価格等の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者と

する。 

（落札決定の保留） 

第９条 入札に関し、不正行為が行われた疑いがあると認められるとき、その他必

要があると認められるときは、前条の規定により落札者となるべき者を落札者に

決定することを保留できる。 

(再度入札) 

第１０条 初度入札において､予定価格等制限範囲内の金額の入札がなかったとき

は､直ちに再度入札を行うことができる。この場合、初度入札及び再度入札を合わ

せ、３回を限度とする。 

２ 再度入札に参加することができる者は、初度入札に参加したものに限る。ただ

し、初度入札において無効の入札を行った者は、再度入札に参加することができ

ない。 

３ 第１項の入札限度回数内において、落札者がないときは、予定価格と最低の入

札価格との差が少額で、次の要件を満たす場合は、随意契約を締結することがで

きるものとする。 

⑴ 特殊又は異例なもので他に指名する業者がない場合 

⑵ 緊急を要する場合 

⑶ その他やむを得ない事由により再度公告入札を行うことができない場合 

（くじによる落札者の決定） 

第１１条 入札価格が予定価格等の制限の範囲内で落札者となるべき同一の価格が

２以上の場合は、くじにより落札者を決定するものとする。 

２ くじにより落札者を決定する場合は、次の順序により決するものとする。 

⑴ 落札者を決するくじを引く順序を決するくじ 

⑵ 落札者を決するくじ 

３ 前項の場合において、当該入札者のうちくじを引かない者があるときは、入札

事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。 

（入札において最低の価格の入札者以外の者を落札者とすることができる場合） 



第１２条 地方自治法施行令（以下「施行令」という。）第１６７条の１０第１項（施

行令第１６７条の１３の規定を準用する場合を含む。）の規定により最低の価格の

入札者によっては契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められ

る場合とは、施行令第１６７条の１０第２項の規定による最低制限価格を設けな

い場合の請負契約について、予定価格が５００万円以上にあっては２分の１、予

定価格が５００万円未満のものにあっては３分の２を、予定価格に乗じて得た額

を下回る入札価格とする。 

２ 前項に規定する価格の入札が行われた場合は、その入札者を落札者とせず、予

定価格の制限範囲内の価格をもって入札をした他の者のうち最低の価格をもって

入札をした者を落札者とすることができる。 

第２章 見積合せ 

（見積合せの通知） 

第１３条 主管課長は、見積合せの執行が決定したときは、直ちに見積書徴取者に

通知するものとする。 

（見積期間） 

第１４条 主管課長は、物品購入等の想定価格に応じ、次の見積期間を設けるもの

とする。ただし、これによりがたいときは、この限りでない。 

⑴ 物品購入等の想定価格が３０万円未満のとき        ２日以上 

⑵ 物品購入等の想定価格が３０万円以上８０万円未満のとき  ３日以上 

⑶ 物品購入等の想定価格が８０万円以上のとき        ４日以上 

（見積書の記載事項） 

第１５条 見積書の記載事項は、次に掲げるものとする。 

⑴ 見積書提出者の所在地､商号又は名称及び代表者氏名 

⑵ 見積金額（消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るにかかわらず消費税及び地方消費税相当額を明記するものとする。） 

⑶ 案件名及び納入（履行）場所 

⑷ その他主管課長が必要と認め、見積通知により依頼した事項 

（見積合せの実施） 

第１６条 見積合せは、見積書徴取期間終了後、直ちに行うものとする。 

（見積書の無効） 

第１７条 見積書の徴取に当たり、次の各号のいずれかに該当する見積りは無効と



する。 

⑴ 見積徴取期間終了後に提出されたもの 

⑵ 見積金額が訂正してあるもの 

⑶ その他主管課長が不適当と認めたもの 

（契約の相手方の決定） 

第１８条 予定価格を設定したときは、制限の範囲内で最低の価格を見積もった者

を契約の相手方とする。ただし、少額の物品により予定価格を設定しないときは、

徴取した見積書の最低の価格をもって、契約の相手方とする。 

２ 前項において契約の相手方となるべき同一価格の見積りがあったときは、同一

価格の見積書提出者に再度見積書の提出を求めることができるものとする。ただ

し、再度見積書の提出を求めることが困難なときは、同一見積書提出者を集めて、

くじで決定することができるものとする。この場合は、第１１条を準用する。 

第３章 入札等結果の公表 

（情報の公表） 

第１９条 契約の透明性の確保及び公正な競争の促進のため、予定価格等が５０万

円以上の物品購入等の競争入札及び見積合せの結果に関する情報を公表する。 

２ 前項に規定する結果の公表について、他に特別の定めがある場合は、その定め

るところによる。 

（公表する情報） 

第２０条 公表する情報は、前条第１項に規定する情報のうち、次に掲げるものと

する。 

⑴ 競争入札において入札した者の商号又は名称及び入札金額 

⑵ 見積合せにおいて見積書の提出をした者の商号又は名称及び見積金額 

⑶ 落札者の商号又は名称及び落札金額 

２ 前項に規定する情報の公表は、入札（見積合せ）執行状況調書（第６号様式。

以下「執行状況調書」という。）により行うものとする。 

（公表の方法） 

第２１条 公表は、主管課長が行い､インターネット又は閲覧によるものとする。 

（公表の期間） 

第２２条 閲覧のため執行状況調書を備え置く期間は、入札又は見積合せを執行し

た日から４年を経過する日の属する年度の３月３１日までとする。 



（電子入札案件） 

第２３条 電子入札案件は、蒲郡市物品等電子調達実施要領（平成２６年６月１日

施行）の規定を優先するものとする。 

第４章 補則 

（読替事項） 

第２４条 この要領において「最低の価格」とあるは、物品の売払いに係る競争入

札又は見積合せの場合、これを「最高の価格」と読み替える。 

（雑則） 

第２５条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 蒲郡市物品の購入、物品の製造の請負及び物品の売却に係る指名競争入札、

見積書徴取事務処理要領は、廃止する。 

附 則 

１ この要領は、令和３年２月１日から施行する。 

２ この要領の施行の際、改正前の蒲郡市物品購入等に係る競争入札及び見積合

せ事務処理要領の規定による第４号様式及び第５号様式の用紙で、現に残存するも

のは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則 

この要領は、令和５年１月６日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和５年３月１７日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


